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要　旨















































































　A 県に所在する介護老人保健施設 167 施設の支援相談員 316 人に調査票を郵送．
　回収数 132（回収率 41.8％），有効回答数 131．
　
　（2）調査方法と調査期間












　上記の 2 つの質問内容を，①については，全くあてはまらない 1 点，あまりあてはまらない
2 点，ややあてはまる 3 点，かなりあてはまる 4 点の４段階評価とした．また，②については，
行っていない 1 点，あまり行っていない 2 点，時々行っている 3 点，常におこなっている 4 点
の 4 段階評価で設定した．6）
　なお，実践内容の 49 項目については，空閑（2010：214-223）のソーシャルワーカーの 4 つ
の機能をもとに，A 県医療ソーシャルワーカー協会の支援相談員部会が行った事例検討会の
資料及びいくつかの事例集等（社団法人全国老人保健施設協会 1993，浅野 1995，片山 2003，













　本研究は SPSS19.0 for Windows を用いて分析を行った．
　最初に，支援相談員の基本属性の特徴をとらえるため，単純集計及びクロス集計を行った．ク
ロス集計の分析には次のようなデータ加工を行った．年齢は 50 歳以上が極端に少なくなるため，





















　性別は，男性 55 名（42.0％），女性 76 名（58.0％）であった．
　年齢別では，20 歳代 43 名（32.8％），30 歳代 49 名（37.4％），40 歳代 30 名（22.9％），50 歳
代 8 名（6.1％），60 歳代以上 1 名（0.8％）であった．年齢と性別を比較してみると，男性では
30 歳代が 50.9％と最も高く，女性は 20 歳代が 40.8％と最も高かった．（図 1）
　最終学歴は，大学院 2 名（1.5％），大学 93 名（71.0％），短大 7 名（5.3％），専門学校 20 名
（15.3％），高校 7 名（5.3％），その他 2 名（1.5％）であった．年齢と最終学歴を比較してみると，




も多く，逆に社会福祉士養成課程でなかったものは 40 歳代以上が最も多かった．（図 1）最終学
歴と社会福祉士課程をクロス表で集計してみると，大学の 93 名中 77 名（82.8％）が，また専門





　前職では，学生であったものが 34 名（26.0％）と最も高く，次に相談員であったものが 26 名
（19.8％），介護職員 25 名（19.1％），関係ない仕事 25 名（19.1％），介護支援専門員 4 名（3.1％）
と続き，その他は 17 名（13.0％）であった．前職が相談員であった者のうち社会福祉士養成課
程卒業者は 22 名で 84.6％，学生であった者のうち社会福祉士養成課程卒業者は 34 名で 100％と
高い数値となっている．他の職種の者に関しては 50％前後の数値となっている．
　勤務年数は，1 ケ月～ 24 年 6 ケ月まで分かれており，平均値は 5.47 年であった．
　主担当（複数回答）は，入所担当が 109 名（83.8％），通所担当が 36 名（27.5％），その他が
28 名（21.4％）であった．
　保有資格（複数回答）については，社会福祉士資格を持っているものは 91 名（69.5％），社会
福祉主事資格は 55 名（42.0％），介護福祉士資格は 31 名（23.7％），介護支援専門員資格は 63
名（48.1％），その他資格は 22 名（16.8％）であった．社会福祉士資格の保有に関しては，和気
の 2004 年調査では 40.2％であった．特別養護老人ホームに関する他の調査においても 20 ～
30％程度のものが多く（井上 2010：67-80，東京都社会福祉協議会 2010：25，佐藤ら 1996：19-
73），今回の 69.5％はかなり高い数字であるといえる．
　入所定員は，50 名以下施設が 1 名（0.8％），51 名～ 100 名の入所定員施設が 87 名（66.4％），
101 名～ 200 名の入所定員施設が 42 名（32.1％），201 名以上の入所定員施設は 1 名（0.8％）で
あった．
　支援相談員数では，3 人が最も多く 60 名（45.8％）であった．次に，2 人の 42 名（32.1％），
4 人以上の 18 人（13.7％），1 人の 11 名（8.4％）と続いている．
　上司では，事務長が 67 名（51.1％）で最も高く，次に支援相談員が 40 名（30.5％），施設長



































































て非常に低い数値となっている．8 項目中 7 項目が 5％以下である．
　（4）問 15「支援相談員の専門的実践の特徴」と問 16「支援相談員の実践行動」の差異
　問 15 と問 16 の結果について，各項目間でどのくらいの差異があるのかを調べるために，実践


















































































































































































































は，クライエントの機能する力の重視を表す側面的援助機能の項目は問 15，問 16 両方で低い値
を示していたが，問 15 では一番低い項目であった「クライエントが対処能力を習得できるよう
支援する」でも「かなりあてはまる」「ややあてはまる」を合計すると７割を超えている．しか








































































































































介護老人保健施設の相談員業務の比較分析を通して―」『厚生の指標』第 53 巻第 15 号　厚生統計協会
